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長崎県民信用組合

 



　　　　クを総合的に管理する仕組みを構築しております。リスク管理委員会が定期的または必要に応じて開催、

　　　　運営される事で、現状のリスク管理体制がより強化されました。

　　　　試験を受験することとしました。受験を開始した平成18年6月からこれまでに、職員109名のうち98名が合

　　　　格しております。

　　　　る再借入が出来ず、資金繰りが逼迫した状況の先にセーフティネット的役割を果たすべく相談での対応を

　　　　行っております。

　　　　シャルプランニング)の手法を駆使して問題解決型融資業務を行っております。

　　　　供給を行える体制を整えております。その実績として平成20年度3件790万円、平成21年度1件1,000万円、

　　　　平成23年度1件600万円、平成24年度2件400万円、平成25年度1件200万円、平成26年度1件50万円、平成27年

　　　　度0件の保証協会付融資の取組みを行っており、その他各地の商工会議所からの紹介による取組みも行って

　　②　理事者主催のコンプライアンス研修会を職員向けに開催しました。

　　　　また職員の法令等遵守の意識を高めることを目的として全職員がコンプライアンスオフィサー２級の検定

　　　　以上のような活動を通じて法令等遵守に関する取組み姿勢が強化されました。

　　　　おります。また事業の円滑な資金繰り対応の他、中小企業の事業主及びその従業員に向けて事業に専念

　　上記①、②、③のとおり、当組合は地域と一体となった生活者の生活の安定、生活資金繰りの再構築を目指し

　き、平成27年度の「地域密着型金融推進計画」を策定しました。

　明るい健全な社会を築く事であると認識しております。

　金融サービス及びリレーションシップに基づく将来の生活設計、事業設計にかかるＫＦＰ(健康ファイナンシャル

　プランニング)を通じて地域貢献を果たしてまいりました。

　今後も個人生活者及び零細事業者(生業者)を中心とした地域社会の方々(特に組合員)への金融サービスやＫＦＰ

●リレーションシップバンキングについて

　　①　リスク管理体制を構築する為、平成17年にリスク管理委員会を設置し、この委員会の中で、現状の諸リス

　　　　できるよう、事業資金以外の他社債務の是正、ライフイベント資金の提供も積極的に行っております。

　　た活動を中心に行っております。

　当組合は地域と一体となった生活者の生活の安定、生活資金繰りの再構築を目指した活動を中心に行っており

　【主な活動内容及び結果】

　　①　当組合の全営業区域の皆様へ債務改善の周知活動としてポスティング活動を実施し、相談に見えられた皆

　　　　個人のお客様の中で、任意整理や過払金請求等を利用した先及び改正貸金業法完全施行での総量規制によ

　　②　司法書士や弁護士との提携を行い、過剰債務、多重債務に苦しむ地域の事業者や生活者へＦＰ(ファイナン

　　③　事業資金については、平成19年度より保証協会付融資を再開するなど、より円滑に中小企業に適した資金

　ます。

　　　　様に金融サービス及びＫＦＰ相談を行い、相談者の生活の安定が図られる活動を行っております。また、

　　　　当組合取引先の内、中小企業再生支援協議会及びメインバンク主導で事業再生計画が提示された先に関し

　　　　ても、条件変更等を実施しており、事業再生が必要なお客様に向けた適切な支援等を行っております。

当組合の地域貢献に関する情報開示

(３)経営力の強化
　リスク管理体制の充実、収益管理体制の整備と収益力向上、法令等遵守体制の取組姿勢を強化しました。

　【主な活動内容及び結果】

 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組状況

１．「地域密着型金融推進計画」を策定
　長崎県民信用組合では、金融庁より公表された「平成27事務年度　中小・地域金融機関向け監督方針」に基づ

(１)基本的な考え方
　当組合の地域金融機関としての役割は、地域の生活者や生業者への金融事業を通じて安全、安心、希望を与え、

　当組合は、個人生活者及び零細事業者(生業者)を中心とした地域社会の方々へ｢相互扶助の実現｣の理念を掲げ、

　を通じて、地域の方々の生活の安定が図られるよう活動を継続します。

(２)事業再生・中小企業金融の円滑化
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４．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
　営業統括部及び各営業店の各担当者に地区別で顧客を割り振り、専任させる事により、各種相談を受け付けやす

　　　「反社会的勢力による被害の防止」については、コンプライアンス研修会時に確認し、対応等に関して周知

　　③「金融ＡＤＲ制度」創設にあたり、当組合の対応としては、平成22年10月1日より、「当組合の苦情処理措置

　　 (詳細につきましては店頭のパンフレット又はホームページをご覧ください。)

　　　当組合へのお申し出先　　「お取引先店舗」または「総務課」
　　　　　　　　　　　　　　　住所：佐世保市松川町1-19　℡：0956-23-2111
　　　　　　　　　　　　　　　受付時間：午前9:00～午後5:00(ただし、当組合の休業日を除く。)

　　　苦情等をお受けしておりますのでお気軽にお申出ください。

　生活の安定が図られる活動を継続実施中であります。

　　　努めております。

　　　徹底を行っております。

　　　・紛争解決措置等の概要について」を店頭のパンフレット及びホームページで公表しており、お取引に係る

  支援体制としては、民事調停等の活用により再生支援を行います。

　ンク主導で事業再生計画が提示された先についても、条件変更等を実施しており、事業再生が必要なお客様に向
　けた適切な支援等を行っております。

　しました。なお平成27年度の協調融資の実績はありません。

３．事業再生支援
　事業再生支援については、現在実績はありませんが、当組合取引先の内、中小企業再生支援協議会及びメインバ

(５)進捗状況の公表
　経営改善支援の取組実績については半期ごとにとりまとめた上でディスクローズ誌にて公表します。諸施策進捗

２．創業支援・新事業支援、地域活性化取組
　創業支援及び新事業支援に関しては､事業資金を担当する営業統括課及び各営業店にて対応し､創業・新事業に対
　して適切なアドバイスを行う体制を整えております。また、平成26年4月に日本政策金融公庫と「業務提携・協力

  創業・新事業の成長段階に応じた適切な支援を行った先の実績としては、平成21年度2件500万円、平成22年度・

　状況の詳細については、各営業店舗備え付けの「地域密着型金融推進計画書」(要約)をご覧ください。

　に関する覚書」を締結し、協調融資を行う体制を整えております。

　平成23年度0件、平成24年度1件370万円、平成25年度1件1億3千万円、平成26年度2件550万円、平成27年度0件の

　地域活性化に関しましては、佐世保市中心部の都市再開発事業に対してご協力の取組を行いました。

　　　しました。(当組合のホームページにも掲載しております。)

　　　のポスターを掲示し、顧客へ注意喚起を行っております。

　　　Ｍ機を更新し、ＡＴＭ機にて暗証番号の変更及び1日の出金限度額の変更ができるようシステム変更を行いま
　　　した。

　　①各市町村との業務連携により相談窓口へ担当者を派遣しております。

(４)地域の利用者の利便性向上
　地域の生活者や生業者への金融サービス及びＫＦＰ(健康ファイナンシャルプランニング)を通じて地域の方々の

　【主な活動内容及び結果】

　い環境となりました。

　融資を実行しました。また日本政策金融公庫との協調融資を行った先の実績については、平成25年度に創業支援
　として1件250万円、二次創業支援として平成25年度に1件1,500万円、平成26年度に5件3,000万円の融資を実行

　　②「金融機能の不正利用の防止」については利用者の安心の確保に向けて、金融機能が不正に利用されること

　　　振り込め詐欺被害者救済法に基づき、金融機関相互間での連絡や書面送付等を行う部署及び被害者からの被

　　　また振り込め詐欺撲滅の対策として、犯罪防止の観点からＡＴＭコーナーでの携帯電話の使用を自粛する旨

　　　「偽造・盗難キャッシュカード、盗難通帳による預金の不正な払い出し防止」については平成20年5月にＡＴ

　　　またＡＴＭコーナー等を定期的に巡回する等、警備日誌を作成し、不審物の発見撤去等、不正利用の防止に

　　　を防ぐ為、本人確認の徹底と高額資金の送金時に使途をお尋ねしております。また、振り込め詐欺防止の為
　　　に窓口での注意喚起等を実施しております。

　　　害申出に係る受付窓口である「連絡・受付窓口(振り込め詐欺等の被害に関する担当窓口)」を総務課に設置
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(注)

　　⑧中小企業再生支援協議会等と連携し当組合が再生計画の策定に関与した取引先

　（注１）位置付けを明確にするとは、各金融機関がその経営の実態に応じて、例えば、①経営改善支援の専担組織・専担者の支援の対象先とする、

　　　　　あるいは、②本部と営業店が連携して支援を行うこととしている対象先等、経営改善支援の対象であることについて客観的な裏付けがある先

　・みなし正常先については正常先の債務者数に計上する。

　・「再生計画を策定した先数δ」＝「中小企業再生支援協議会の再生計画策定先」＋「ＲＣＣの支援決定先」＋「金融機関独自の再生計画策定先」

　○ 経営改善支援取組み先の定義について

　・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含まない。

　※経営改善支援取組み先の定義については、これまでと同様ですが、詳細については下記の「経営改善支援取組み先の定義について」を参照願います。

　・βには、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載する。

　　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。

　・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」にランクアップした場合はβに含める。

　・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分と異なって

 ○経営改善支援の取組実績

　・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載する。

 【27年4月～27年9月】

　　　　　とする。単なる与信管理、貸出条件の緩和等の契約更改、回収強化等は経営改善支援取組み先には含めない。

　（注２）再生型法的整理（民事再生法、会社更生法等）において議決権行使をしたに過ぎない場合は含まれない。

　　②当組合から人材を派遣して再建計画策定その他の支援等を行った取引先

　　③当組合が紹介した外部専門家（経営コンサルタント、公認会計士、税理士、弁護士等）が業務再構築等の助言を行った取引先

　　④プリパッケージ型事業再生（民事再生法等の活用）（注2）及び私的整理ガイドライン手続きの中で再生計画等の策定に関与した取引先

　　⑤企業再生ファンドの組成による企業再生のため当該ファンドに出資（現物出資）した取引先

　　⑥企業再生に当たり、デットエクイティスワップ（ＤＥＳ）、ＤＩＰファイナンス等の手法を活用した取引先

　　⑦「中小企業再生型信託スキーム」等ＲＣＣの信託機能を活用して再建計画の策定に関与した取引先

　　経営改善支援取組み先とは、平成15年6月20日付金監第2059号「「リレーションシップバンキングの機能強化計画」の提出について」等において示して

　　いるとおり、取引先企業（個人事業主を含む。なお、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。）のうち、通常の融資管理の強化等に止まらず、

　　重点的に経営改善を支援する対象との位置付けを明確にし（注１）、例えば、下記のような取組みを行っている先をいう。

　　なお、下記の例のほか、金融機関が債務者への経営改善支援を実施したことが明確に判明するものであれば、経営改善支援に含めて構わない。

　　①当組合がコンサルティング機能、情報提供機能等を活用して、財務管理手法等の改善、経費節減、資産売却、業務再構築、組織再編・Ｍ＆Ａ等の

　　　助言を行った取引先

　　いたとしても）期初の債務者区分に従って整理する。

　・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。

　・期初債務者数及び債務者区分は27年4月当初時点で整理する。

期初 経営 ランク 再生
債務者数 うち αのうち αのうち αのうち 改善 アップ 計画

経営改善 期末に債務 期末に債務 再生計画を 支援 率 策定率
支援取組 者区分が 者区分が 策定した 取組率
先数 ﾗﾝｸｱｯﾌ゚ 変化しなか 先数

した先数 った先数
A α β γ δ α/A β/A δ/A

正常先 ① 843 0 0 0 0.0% -

うちその他
要注意先 ② 114 0 0 0 0 0.0% - -

うち
要管理先 ③ 71 0 0 0 0 0.0% - -

破綻懸念先 ④ 34 0 0 0 0 0.0% - -

実質破綻先 ⑤ 45 0 0 0 0 0.0% - -

破綻先 ⑥ 13 0 0 0 0 0.0% - -

277 0 0 0 0 0.0% - -

1,120 0 0 0 0 0.0% - -

要
注
意
先

合　　計

小　　計
(②～⑥の計)
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　　　【対応窓口：各営業店担当者】

　　　【統括部署：営業統括部】

　　　　⑤　研修
　　　　　　◎研修（外部・内部）の企画・実施支援。

　　　【統括部署：総務部】

　　◎問い合わせ・ご相談・ご要望・苦情への対応は、以下の対応窓口及びそのフォローを統括部署で行う体制であります。またその内容に関しては、

第３　第６条第１項第３号に規定する法第４条及び第５条の規定に基づく措置に係る苦情相談を適切に行うための体制の概要

　　　【対応窓口：営業統括部事業支援の各企業の担当者及び営業店ＫＦＰ相談担当者】

　　◎経営支援・営業支援等の体制としては、営業統括部を設置しております。各営業店では各取引先に担当者を配置し、経営支援・営業支援等を行
　　　う体制としております。

第４　第６条第１項第４号に規定する法第４条の規定に基づく措置をとった後において、当該措置に係る中小企業者の事業についての改善又は再生の
　　　ための支援を適切に行うための体制の概要

　　　従来より定められております「コンプライアンス･マニュアル」の「苦情及び要望その他の記録票」によって､統括部署より本部関係部署・理事
　　　への回付と担当理事より常務会での報告、その改善等に関しての指示等が行われる体制となっております。

　　　　　　　報告を行う。
　　　　　　◎監督官庁への報告を行う。

　　　　④　関係部署との連携

　　　　　　　金融円滑化が適切に行われる組織体制の確保に努める。
　　　　　　◎信用リスクを担う各部署（審査課・債権管理調整課・債権管理法務課等）及び顧客保護等管理関係部署（総務部）との連携を図り、

　　　　　　◎必要な内容の開示を行う。経営企画部（ディスクローズ誌）・総務部（ホームページ）へ開示を依頼する。

　　【金融円滑化担当者】：【融資部部長、経営企画部部長】
　　　　「主な業務内容」

　　　　③　報告・開示
　　　　　　◎各部署よりの報告（条件変更状況等）を受け分類・整理の上で、管理責任者（担当理事）へ金融円滑化の状況を定期的（半期毎）に

　　　　②　金融円滑化管理規程や各種マニュアルの整備あるいは適切な指導を実施する。
　　　　①　金融円滑化が適切に行われるよう適切な指導（円滑化の推進等）の実施及び管理を行う。

　　　⑦　お客さまからのお借入れの弁済負担軽減等に関わるご相談等に際しては、他の金融機関とのお取引状況等を丁寧に伺い、可能な限り把握し
　　　　　た上で適切に対応致します。

　　　⑥　お客さまからのご照会・ご相談・ご要望・苦情等については適正な対応に努めます。
　　　⑤　お客さまにとって必要と判断した場合には、可能な限り経営指導・助言を行うよう努めます。
　　　④　お客さまからのお申出事項に対しては、お客さま本位の姿勢で契約内容や結論に至った理由・経緯を可能な限り丁寧に説明致します。
　　　③　お客さまからのお借入等のお申出に際しては信用保証協会の保証制度等を十分に検討致します。

　　　②　与信判断に当たっては、決算内容や業種等のお客さまの外形的な事実だけではなく、経営実態や特性をきめ細かく検討する等、個別企業や
　　　　　個人の実情に応じた的確な融資判断・条件検討を行います。

【お問い合わせ窓口】

長崎県民信用組合　総務部　0120-32-0892

（受付時間午前9:00～午後5:00　ただし、当組合の休業日を除く。）

●金融円滑化に関する情報開示

○貸付の条件変更等のお申込に際しては、他業態も含め関係金融機関と十分連携を図りながら、円滑な資金供給とお客様の経営改善に向けた取組みへ
　の支援を積極的に行ってまいります。

○お客様からの資金に関するご相談やご融資条件の変更等のお申込があった場合には、これまでと同様、お客様が抱えている問題・課題を十分に把握
　した上で、その解決に努めてまいります。

なお、今後も地域金融機関としてきめ細かな利便性の高いサービスを提供することにより、地域社会の向上に取り組んでまいります。
金融円滑化基本方針を全役職員に周知徹底し、引き続き組織をあげて、なお一層の金融円滑化に取り組んでまいります。
中小企業金融円滑化法は平成25年3月末に期限を迎えますが、同法の期限到来後においても、当組合のお客様への対応方針が変わることはありません。

中小企業金融円滑化法の期限到来後の取組みについて

平成27年9月30日
長崎県民信用組合

金 融 円 滑 化 へ の 取 組 に つ い て
長崎県民信用組合
平成25年2月8日

○お客様の抱えている問題・課題に対しては、お客様の立場に立ち最適な解決策のご提案が出来るよう、コンサルティング機能の発揮に努めてまいり
　ます。

また、金融庁より公表されました「金融円滑化に係る金融検査指摘事例集」を踏まえまして、お客さま本位の姿勢でお客さまからのご相談等には親身
な対応を心掛けてまいります。

「資金調達」に加え「経営支援」というお客さまのニーズにお応えすべく、各営業店に取引先企業に対する専門担当者を置き、経営相談が行いやすい
環境を整備しております。

こうした情勢を受けまして、今般金融円滑化に向けた基本方針を制定しましたので公表いたします。
昨今の厳しい経済情勢等に鑑みると、お客さまへの資金供給をはじめとする金融円滑化について、着実に実行していく必要があると認識しております。
長崎県民信用組合（理事長 小村 泰久）は、お客さまへの円滑な資金供給を最も重要な社会的役割の一つと位置付け、その実現に取り組んでおります。

第１　第６条第１項第１号に規定する法第４条及び第５条の既定に基づく措置の実施に関する方針の概要

　　【組織体制】
　　　【金融円滑化管理責任者】：【管理担当理事】

　　【金融円滑化担当部署】：【統括部署：融資部、管理部署：経営企画部】
　　　　「主な役割」：担当部署よりの報告を確認し、常務会へ報告を行う。その結果、必要な指示を担当部署へ行う。

第２　第６条第１項第２号に規定する法第４条及び第５条の規定に基づく措置の状況を適切に把握するための体制の概要

金 融 円 滑 化 に 向 け た 体 制 整 備

　　　①　お客さまへの円滑な金融は当組合の最も重要な社会的役割の一つであり、お客さまからのお借入れのお申出やお借入れの弁済負担軽減等に
　　　　　関わるご相談等には親身な対応を心がけ、可能な限りお客さまのご要望に沿うよう努力致します。

第１　第６条第１項第１号に規定する法第４条及び第５条の既定に基づく措置の実施に関する方針の概要

金 融 円 滑 化 の 基 本 方 針
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平成25年
6月末

平成25年
9月末

平成25年
12月末

平成26年
3月末

平成26年
6月末

平成26年
9月末

平成26年
12月末

平成27年
3月末

平成27年
6月末

平成27年
9月末

平成27年
12月末

平成28年
3月末

81 89 96 98 106 112 116 123 128 138

76 85 92 94 102 108 112 119 124 134

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

1 - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

平成25年
6月末

平成25年
9月末

平成25年
12月末

平成26年
3月末

平成26年
6月末

平成26年
9月末

平成26年
12月末

平成27年
3月末

平成27年
6月末

平成27年
9月末

平成27年
12月末

平成28年
3月末

3 4 4 4 6 6 6 7 8 8

3 4 4 4 6 6 6 7 8 8

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - -

　　　　　対応窓口：営業統括部担当者・営業店ＫＦＰ相談担当者 （統括部署：営業統括部）

　　　　　対応窓口：営業統括部担当者・営業店ＫＦＰ相談担当者 （統括部署：営業統括部）

　　　　対応窓口：各営業店担当者 （統括部署：総務部）

金 融 円 滑 化 管 理 体 制

うち、審査中の貸付債権

うち、取下げに係る貸付債権

(単位：件)

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権

貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権

　　　◎お客さまへの適切な説明

　　　◎問い合わせ・ご相談・ご要望・苦情への対応

第５　　中小企業者のお客様からお受けした貸付条件変更等の取組み状況

　　　　貸付条件変更等の申込みを受けた貸付債権の数

　　※中小企業金融円滑化法は平成25年3月31日を以って終了しましたが、同法が施行された平成21年12月4日以降にお受け
　　　した申込に対する取組み状況を記載しています

　　〔債務者が中小企業者である場合〕

　　　　貸付条件変更等の申込みを受けた貸付債権の数

　　〔債務者が住宅資金借入者である場合〕

第６　　住宅ローンご利用のお客様からお受けした貸付条件変更等の取組み状況

　　※中小企業金融円滑化法は平成25年3月31日を以って終了しましたが、同法が施行された平成21年12月4日以降にお受け
　　　した申込に対する取組み状況を記載しています

うち、実行に係る貸付債権

うち、謝絶に係る貸付債権

うち、謝絶に係る貸付債権

うち、審査中の貸付債権

うち、取下げに係る貸付債権

(単位：件)

うち、実行に係る貸付債権

　　【各部署の役割の確認】

　　　◎円滑な資金供給

　　　◎経営支援・営業支援

※補　足

　　　　円滑な資金供給、経営支援・営業支援、お客様への適切な説明、問い合わせ・ご相談・ご要望・苦情への対応に関しては、各対応窓口にて
　　　　適切に対応を行う事としております。また、対応窓口のフォロー等を統括部署にて行う体制であります。

　　　　　対応窓口：営業統括部担当者・営業店ＫＦＰ相談担当者 （統括部署：営業統括部）

●新規融資や融資条件変更の相談

●経営相談・経営指導及び経営改善に関する支援 ●融資取引にかかる問い合わせ、相談、要望、苦情

●お客さまに対する適切かつ十分な説明 ●預金他取引にかかる問い合わせ、相談、要望、苦情

    金融円滑化担当者：営業店融資担当者/営業統括課担当者

相談･要望・苦情等統括部署：
総務部

相談･要望･苦情等統括部署
担当理事

お
客
さ
ま

対
応
窓
口

営業店・営業統括課

中小企業者・個人事業者 個人（住宅資金借入者）

常 務 会

本
　
部 金融円滑化管理責任者：管理担当理事

金融円滑化担当部署：
融資部

金融円滑化管理部署：
経営企画部

審　査：
審 査 課

審査担当理事

連携

報告報告指導・支援 指示

報告 指示

報告･連絡･相談申請 決裁協議

報告

指示

申請
承認

･
否決

指導・支援 報告・相談 報告

指示

･
連絡
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(単位：千円)

(注)１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により
　　　経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
　　２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が
　　　悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
　　３．「要管理債権」とは、「３カ月以上延滞債権｣及び｢貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権

　　４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及び
　　　これらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。
　　５．「担保・保証等(Ｂ)」は、「不良債権計(Ａ)」における自己査定に基づいて計算した担保の
　　　処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　　６．「貸倒引当金(Ｃ)」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

平成27年度上半期(平成27年4月1日から平成27年9月30日まで)経営情報を
お知らせいたします。

1,184,882
60.37%
42.37%

区　　　　　　　　分

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

不 良 債 権 計 (A)

正 常 債 権

合 計

43.41%

平成27年3月期

727,047
411,344
824,093

1,962,485
11,186,547

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額
平成27年9月期

734,177
392,730
776,568

1,903,476

単体自己資本比率

　　　です。

13,149,033
613,066
571,816

10,670,725
12,574,202
600,219
565,784

1,166,003
61.25%

担 保 ・ 保 証 等 (B)

貸 倒 引 当 金 (C)

保 全 額 合 計 (D)=(B)+(C)

担保･保証等、引当金による保全率(D)/(A)

貸 倒 引 当 金 引 当 率 (C)/((A)-(B))

(単位：千円)

(単位：千円)

平成27年9月期

8.37%

平成27年3月期 平成27年9月期

23,585,875 23,186,628
13,035,600 12,473,191

預金・貸出金の状況

平成27年3月期

7.42%
 

単 体 自 己 資 本 比 率

区　　　分
業 務 純 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

区　　　分
預 金 残 高

貸 出 金 残 高

平成27年9月期

118,803
169,046
143,396

平成27年3月期

194,875
213,620
171,136

利益の状況

●経営情報(半期情報の開示について)
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合 計 28,110 134,090

0 161,230 161,230 0

(単位：千円)

非 上 場 株 式 25,110 131,090

　○時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券
区　　　分 平成27年3月期 平成27年9月期

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 3,000 3,000

株 式 21,309 22,437 △ 1,128 19,133 22,437 △ 3,304

合 計 1,209,621 1,229,003 △ 19,381 3,156,955 3,353,217△ 196,261

投 資 信 託 - - - 1,757,592 1,937,092△ 179,499
外 国 証 券 173,812 173,812

国 債 1,014,500 1,032,753 △ 18,253 1,021,500 1,032,753 △ 11,253
社 債 - - - 197,500 199,704 △ 2,204

95,427 95,000 427

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの (単位：千円)

区　分
平成27年3月期 平成27年9月期

貸借対照表
計上額

取得原価 評価差額
貸借対照表
計上額

取得原価 評価差額

897,500 49,464
213,680
2,934,918
4,095,562

社 債
投 資 信 託
合 計

地 方 債 946,964

(単位：千円)貸出金業種別残高・構成比

1.44%

0.76%

5.27%

1.22%

6.39%

1.27%

1.81%

構成比

2.08%

95,000

-
-
95,427

区　分

-
-
427

-
-

平成27年9月期
貸借対照表
計上額

取得原価 評価差額

平成27年3月期
貸借対照表
計上額

取得原価 評価差額

13,680
186,588
249,732

200,000
2,748,330
3,845,830

(単位：千円)貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

0.04%

1.25%

4.84%

58.59%

100.00% 12,473,191

4.51%

58.44%

100.00%

有価証券の時価等情報

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連ｻー ﾋ゙ ｽ業･娯楽業

631,241
7,638,860
13,035,600

236,373
188,792
5,550

164,220
教 育 ・ 学 術 支 援 業

医 療 ・ 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

個 人

合 計

166,849

平成27年9月期

222,450
140,677
248,599

1,546,773
11,223

6.53%

1.25%

1.09%

2.08%

11.73%

0.06%

94,031
665,706
157,752
815,537
156,017

1.69%

1.36%

0.14%

1.30%

　○その他有価証券

構成比

1.78%

1.12%

1.99%

12.40%

0.08%

0.75%

5.33%

1.26%

金　額

170,116
17,550
162,735
562,742

7,290,451

210,824

業　種　別

製 造 業

農 業 、 林 業

272,078
142,092

金　額
平成27年3月期

漁 業

建 設 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、 郵 便 業

833,324

271,197
1,529,643

8,795
100,153
687,108
159,319

卸 売 業 、 小 売 業

金 融 業 、 保 険 業

不 動 産 業
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合 計 3,963,672 100.00% 4,805,555 100.00%

68.39% 60.77%そ の 他 の 証 券 2,711,081 2,920,408

社 債 191,818 4.83% 200,799 4.17%

株 式 49,842 1.25% 91,468 1.90%

国 債 299,061 7.54% 1,059,204 22.04%

地 方 債 711,868 17.95% 533,674 11.10%

　○有価証券種類別平均残高 (単位：千円)

区　分
平成27年3月期 平成27年9月期

金　額 構成比 金　額 構成比

896,964 - 946,964
- - -

10年超
期限の定め
のないもの

合　計

1,014,500 - 1,014,500
1,021,500 - 1,021,500

(単位：千円)　○有価証券種類別残存期間別残高

区分

国 債

地 方 債
平成27年9月期 5,000 20,000 25,000 45,438 - 95,438

5,000 20,000 25,000

平成27年3月期

平成27年9月期

平成27年3月期

1年以内
1年超
5年以内

5年超
10年以内

- - -

社 債
平成27年3月期 - - - 213,680 - 213,680
平成27年9月期 - - - 197,500 - 197,500

株 式
平成27年3月期 - - - - 49,419 49,419
平成27年9月期 - - - - 153,223 153,223

その他の証券
平成27年3月期 - 173,812 - - 2,934,918 3,108,730
平成27年9月期 - 161,230 - - 1,757,592 1,918,822

合 計
平成27年3月期 5,000 193,812 25,000 2,125,144 2,984,338 5,333,294
平成27年9月期 5,000 181,230 25,000 1,264,427 1,910,815 3,386,484
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